
1.横断的対策・施策
　○事業者からの排出量の算定・報告・公表制度
　○自主行動計画の拡大と透明性の確保
　○国内排出量取引制度
　○温暖化対策税

２．各分野別対策・施策

※１　■は現行対策の評価、□は追加対策の導入ポテンシャル・課題であることを示す。
※２　●は現行施策の強化、○は追加施策であることを示す。
※３　複数の手法にまたがる施策も存在するが、便宜的に関係の深い手法の欄に記述した。
※４　横断的対策・施策（環境税、国内排出量取引、グリーン購入等）は除く。

規制的手法 経済的措置 自主的取組の推進 情報的手法

1
次世代コークス炉の導入促
進

□製造業における大規模省エ
ネルギー設備の導入を実施
することが必要。＜省エネ＞

○導入に対する補助制度
（補助対象の追加）
※各種中間取りまとめ等には、
補助制度について明確な記述
はないが、平成17年度予算政
府案に補助のための予算（経済
産業省）あり。

従来機器との差額から燃
料費等の節減額分を差し
引いた費用が発生

2 高性能工業炉の導入促進

■一定の普及が進むと考えら
れるが、自主行動計画以外の
導入実績や見通しを正確に把
握することが難しいため、削
減効果の評価に不確実性が
ある。
■今後も現行対策下での着
実な導入が実現。＜エネ＞

●導入に対する補助制度等
従来機器との差額から燃
料費等の節減額分を差し
引いた費用が発生

3 高性能ボイラーの普及促進

■製造コスト低減が課題であ
るが、一定の普及が進むと考
えられる。
■現行対策の進捗により、最
近の導入の加速化傾向が今
後とも続く。＜エネ＞

●導入に対する補助制度等
従来機器との差額から燃
料費等の節減額分を差し
引いた費用が発生

4
日本経団連自主行動計画
の着実な実施とフォローアッ
プ

■全体目標の達成のための
仕組みや各業界の目標と全
体目標との関係が明確でない
等により目標達成は不確実
■進捗状況のフォローアップ
が行われた結果、目標達成に
向けて総じて順調に進捗して
おり、「2010年度の目標達成
は可能な範囲にある」。＜産、
エネ＞

●省エネ法に基づく工場対
策

●省エネ設備等の導入のため
の各種助成措置
●省エネ設備等の導入に際し
ての税制優遇措置（エネ革税
制）

●自主行動計画の着実なフォローアッ
プ
●経団連自主行動計画目標が十分に
達成され、また、経団連自主行動計画
の下の個別業種が各自の自主的な目
標値に向かい全力で取り組むことが奨
励され、その蓋然性の向上が図られる
べきことが位置づけられることが必要

自主行動計画の目標を達
成するために行う追加的
設備投資から工場等にお
ける燃料費等の節減額分
を差し引いた費用が発生

5 熱・電気一体の管理
○省エネ法改正に伴うエネ
ルギー管理指定工場数の
拡大

追加的省エネ投資に要す
る費用等から工場等にお
ける燃料費等の節減額分
を差し引いた費用が発生

6
複数事業者の連携による省
エネルギー

□コンビナート等の産業集積
地における関連事業者など、
複数の主体が連携することに
より更なる削減が可能となる
取組を促進していくことが重
要。＜産、エネ＞

○導入に対する補助制度
（補助対象の追加）
※各種中間取りまとめ等には、
補助制度について明確な記述
はないが、平成17年度予算政
府案に補助のための予算（経済
産業省）あり。

工場間の廃熱の融通等複
数事業者が連携して行う
事業の実施費用から、事
業実施に伴う燃料費等の
節減額分を差し引いた費
用が発生

社会全体の費用 産業部門計

現行対策の評価又は追加対
策の導入ポテンシャルと課題

（※１）

◆機器単位の対策

社会全体でかかる費用に
関する分析

８００億円～１,２００億円/年

京都議定書目標達成計画に盛り込まれることが想定されている対策・施策
＜暫定版＞（エネルギー起源ＣＯ２について記述）

産業部門

 

通
し
番
号

大綱に掲げられた対策及び
地球環境部会で提案された

追加対策（※４）

想定されている主な施策（※２）（※３）（※４）

◆工場等施設・主体単位の対策

◆経済社会構造・都市構造の転換対策

参考資料３

※本資料は、京都議定書目標達成計画の実施にかかる費用の規模につ
いて、審議の参考に供するため、平成17年３月１日時点で得られている情
報を基に、環境省において一定の前提をおいて整理したものである。
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現行対策の評価又は追加対
策の導入ポテンシャルと課題

（※１）

社会全体でかかる費用に
関する分析
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運輸部門

7
トップランナー基準による自
動車の燃費改善

●トップランナー規制

8
トップランナー基準の対象拡
大

○ＬＰＧ乗用車のトップラン
ナー対象機器への追加

9
クリーンエネルギー自動車
の普及促進

■近年、普及台数は伸びてき
ているものの、その普及のス
ピードは2010年度目標に照ら
して十分なものではない。

●ハイブリッド自動車用リチウ
ムイオン電池等実用化のため
の技術開発の支援
●燃料電池自動車等の次世代
低公害車やバイオ燃料自動車
の技術開発や実証試験＜交＞
●自動車グリーン税制や補助
制度をはじめとした各種優遇施
策の更なる充実＜交＞

●燃費性能に関する公表や
車体表示（燃費識別ステッ
カー）制度＜交＞

クリーンエネルギー自動車
と標準車の価格差から燃
料費の節減額分を差し引
いた費用が発生。

10
アイドリングストップ車導入
支援

■トラックへのアイドリングス
トップ装置等の導入について
は、特段の施策が導入されな
い場合、現状以上のペースで
の普及の可能性は低い。
■速度抑制装置の装着は法
律で義務づけられたため、確
実に効果が見込めると考えら
れる。

●大型トラックに対し速度抑
制装置の装着を義務付け

●アイドリングストップ車導入に
対する支援
●バスへのエコドライブ診断装
置の導入に対する支援
○エコドライブマネージメントシ
ステムの導入に対する支援

●自動車メーカーによる標
準搭載などアイドリングス
トップ装置搭載車の普及＜
交＞
●自動車ディーラーによる
顧客に対する補助制度の情
報提供＜交＞

個別の装置の取り付け等
にかかる費用から燃料費
等の節減額分を差し引い
た費用が発生

11
サルファーフリー燃料の導
入

□超低硫黄燃料に対応した
低燃費の新車への買換えが
進むことにより対策が実現さ
れる。
□超低硫黄化に伴い製油所
からのＣＯ２排出量が増加す
るので、これをできるだけ抑制
する必要がある。

○超低硫黄燃料に対応した低
燃費車・低排出ガスの新車への
買い替え促進のための税制優
遇措置
○超低硫黄燃料の製造設備・
省エネ設備の導入に対する支
援

超低硫黄燃料の製造・流
通に関する設備整備費用
等

12
輸送用バイオマス燃料の導
入（新エネルギーの内数）

□バイオエタノールの経済
性、供給の安定性等の課題を
認識しながら、その導入につ
いて、石油流通に関わる事業
者や燃料価格のコストアップ
分を負担するユーザーとの間
でコンセンサスを形成すべ
き。
□国内バイオマス資源から製
造したエタノールを核としつつ
次第に全国に広げていき、
2012年頃を目処に全国レベル
での普及を目指すことが適切

○設備導入に対する補助制度
等

受け入れ・払い出し設備、
貯蔵タンク、エタノール製
造プラント当必要とされる
施設整備費が発生

13

交通流対策
・自動車交通需要の調整
（自転車道の整備）
・ETCの利用促進
・VICSの普及促進
・信号機の集中制御化
・路上工事の縮減
・交通安全施設の整備
・テレワーク等情報通信を活
用した交通代替の推進

■一定の削減効果を有する
対策だが、効果の定量的な評
価が可能となるようデータ収
集等の措置が必要。
■新交通管理システムは多く
が研究開発・実証実験段階に
ある。
■信号灯のＬＥＤ化は一定の
削減効果が見込める。

●自転車道、自転車駐車場等
の整備＜社＞
●○ＥＴＣの利用促進＜社＞
●ＶＩＣＳ（道路交通情報通信シ
ステム）の推進＜社＞

●路上工事の縮減＜社＞
●対策効果の定量的な把
握と効果を上げるための施
策の強化

13

物流の効率化等
・海運へのモーダルシフトの
推進や輸送効率の向上
・輸送力増強等鉄道の利便
性向上
・トラック輸送の効率化
・国際貨物の陸上輸送距離
の削減＜交＞
・グリーン物流総合プログラ
ムの推進

■一定の削減効果を有する
対策だが、効果の定量的な評
価が可能となるようデータ収
集等の措置や施策の強化が
必要。
■モーダルシフト対策や荷主
と運送事業者のように複数主
体にまたがる対策について、
効果を把握し、対策・施策の
強化につなげていく。

●参入規制の緩和、船員の
乗り組み体制の見直し等の
事業規制の見直し＜交＞
●規制緩和による営業用貨
物輸送の活性化＜交＞

○荷主が海上輸送、鉄道輸送
を選択するためのインセンティ
ブ付与
●スーパーエコシップの実証試
験、普及促進策＜交＞
●山陽線の輸送力増強事業＜
交＞
●幹線の環境負荷低減のため
の実証実験＜交＞
●○ＬＲＴの整備＜交＞
●中枢、中核国際港湾における
国際海上コンテナターミナルの
整備＜交＞
●多目的国際ターミナルの拠点
的整備＜交＞

○３ＰＬ事業の積極的活用やそれによ
る流通効率化施設の整備
○グリーン経営認証制度の浸透＜交
＞
●次世代内航海運ビジョンの策定＜
交＞

○物流最適化を図るための
情報システムづくり・ネット
取引
●関係する主体間で連携し
たモデル事業を実施するこ
とによる対策効果の定量的
な把握と効果を上げるため
の施策の強化
○事業者の排出削減量の
算定保守法やルールの策
定＜交＞

13 公共交通機関の利用促進

■一定の削減効果を有する
対策だが、効果の定量的な評
価が可能となるようデータ収
集等の措置や施策の強化が
必要。
■効果を把握しつつ、供給サ
イドと需要サイドの連携による
対策・施策の強化につなげて
いく。

●鉄道新線整備＜交＞
●新交通システム等中量軌道
システム整備＜交＞
●公共交通機関利用促進移管
する実証実験の実施＜交＞

●関係する主体間で連携し
たモデル事業を実施するこ
とによる対策効果の定量的
な把握と効果を上げるため
の施策の強化

13
鉄道・航空のエネルギー消
費効率の向上

■鉄道のエネルギー消費原
単位は順調に低下しており、
2010年の目標達成の確実性
は高い。
■航空のエネルギー消費原
単位は既に目標値を下回って
おり、2010年の目標達成の確
実性は高い。

○鉄道車両及び航空機材につ
いて、
　・事業者による省エネ型車両・
機材導入についての取組＜交
＞
　・新規車両・機材導入に対す
る支援措置による車両の更新
＜交＞

◆経済社会構造・都市構造の転換対策転換対策

■現段階で既に目標の達成
は確実な状況である。

◆自動車単体・燃料の対策

運輸部門の他の施策から
類推

●燃費性能に関する公表や
車体表示（燃費識別ステッ
カー）制度＜交＞

●○2010年燃費基準をさらに
５％超過達成した車種に係る自
動車税及び自動車取得税の軽
減措置の継続、見直し＜交＞
○燃料電池自動車等の次世代
低公害車やバイオ燃料自動車
の技術開発や実証試験＜交＞
○自動車グリーン税制や補助
制度をはじめとした各種優遇施
策の更なる充実＜交＞

　交通システムにかかる省エネルギー対策

トップランナー規制適合車
と標準車の価格差はなく、
基本的には、費用は発生
しないが、現行の税制優
遇を続けた場合、この分税
収が減る。
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現行対策の評価又は追加対
策の導入ポテンシャルと課題

（※１）

社会全体でかかる費用に
関する分析
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民生部門
　業務その他部門

14
トップランナー基準による機
器の効率改善

○トップランナー基準の対象
機器の目標基準値の強化
の検討
○トップランナー基準の目標
基準値の達成年度までの期
間を短く設定

15
トップランナー基準の対象拡
大

○トップランナー基準の対象
機器の拡大

16 省エネ機器の買換えの推進

■電球型蛍光灯等省エネ法
の特定機器以外の機器につ
いてより省エネ製品への積極
的な買い替え・利用を促進す
べき。

●省エネ性能等に関する正
確な製品情報の消費者へ
の提供

従来機器との差額から燃
料費等の節減額分を差し
引いた費用が発生

17 高効率給湯器の普及

■2010年度の目標を達成す
るためには、その普及をさら
に加速する必要があるものと
考えられる。
■2002年度からの支援措置
により、2002年度以降導入が
加速化、現在のところ約15万
台が普及している。今後も加
速化傾向が続き、2010年度に
は300万台を超える普及台数
が見込まれる。＜産＞

○省エネ法改正（電力会社
やガス会社等に対して、高
効率機器の普及促進やエネ
ルギー使用状況の情報提
供などの省エネルギー促進
事業の実施及びその実施
状況の公表を求める。＜省
エネ＞

●市場への加速的普及を図る
ための支援措置＜産、エネ＞
○リースによる導入拡大のため
リース事業者に対する導入補助

○事業者による更なる取組強化等＜
エネ＞

○使用段階でのコスト削減
効果等の省エネ性能を消費
者に分かりやすく示すため
の情報提供の仕組みの導
入
○省エネ性能等に関する正
確な製品情報の消費者へ
の提供

従来機器との差額から燃
料費等の節減額分を差し
引いた費用が発生

18 高効率照明の普及

■ＬＥＤ照明等の高効率照明
は2007年度からの普及が想
定されている。（現時点では普
及の進捗はない。）
■間接照明の分野に急速に
普及しつつあり、価格も低下
傾向にある。＜産＞
□民生用照明機器への本格
的な普及は2005年度以降と
推測され、業界推計によれ
ば、2010年度には出荷台数
の約10％が高効率照明となる
ことが見込まれる。＜産＞

○ＬＥＤの高効率化、低コスト化
にための技術開発に対する支
援
○国、地方公共団体等による率
先導入による初期需要の創設
○地域協議会による地域への
集中導入に対する補助
●実用化に向けた技術開発に
対する支援の実施＜産＞

○省エネ性能等に関する正
確な製品情報の消費者へ
の提供

従来型機器との設備費用
の差額から燃料費等の節
減額分を差し引いた費用
が発生（一般事務用蛍光
灯照明に代替する機器の
商品化はまだ予定されて
おらず、現在のところ費用
を計算できる段階にない）

19
業務用高効率空調機の普
及

□ヒートポンプを活用した高
効率業務用空調機器等の普
及のため、省エネ性能の表示
などの施策を講じることが適
当。

○高効率空調機の円滑な普及
に向けた支援を2004年度から
実施予定＜エネ＞

○販売事業者に対して、店
頭において省エネルギー性
能（年間消費電力量等）を
消費者にわかりやすく表示
することの制度化

従来型機器との設備費用
の差額から燃料費等の節
減額分を差し引いた費用
が発生

20
業務用省エネ型冷蔵・冷凍
機の普及

□全国のコンビニやスーパー
に導入可能。
□省エネ法の対象になってい
ない店舗が多く、新たな設備
に投資するインセンティブが
生じにくい。

○コンビニ、ファミリーレストラン
等の中小店舗におけるモデル
的な対策導入への支援

○確実かつ効果的な取組するための
自主行動計画の活用

○省エネ機器の導入による
エネルギー削減効果やコス
トメリットに関する情報提供

21 BEMSの普及促進

■BEMSについて新築の大規
模ビルでの普及率が上昇して
おり、削減の確実性は高い
が、大綱の目標水準に到達す
るためには普及を加速させる
必要がある。
■ビルのエネルギー管理につ
いては、ESCO事業の推進を
含めて更に推進する必要があ
る。

●ＢＥＭＳについて省エネ法
の工場・事業場判断基準の
中で計画的に取り組むべき
措置として位置付け＜エネ
＞

○BEMS、ESCO等エネルギー
管理ビジネスについて公的部門
における率先導入
○ESCO事業やBEMSの活用を
促進するための支援策を講じて
いくことが重要＜産＞
●BEMSについて2002年度より
導入支援を実施＜エネ＞

○エネルギー使用状況等を
的確に把握できる仕組みを
検討。事業者のエネルギー
利用実態を的確に把握する
ための統計を含めた環境整
備。＜産＞
○エネルギー管理ビジネス
の普及拡大についてロード
マップの作成
○BEMS普及ロードマップの
2004年度中の作成予定＜
エネ＞

BEMSの設置費用から燃
料費等の節減額分を差し
引いた費用が発生

22 建築物の省エネ性能の向上
■一定の進捗が見られるが、
さらに確実性を高める必要が
ある。

○新築の建築物について一
定の省エネ性能を確保する
ことの義務化等の規制的措
置の検討
●断熱効率等に関する基準
が設定されている。新築建
築物に占める基準適合建築
物の割合が、改正省エネル
ギー法による大規模建築物
の届け出制度の運用開始
により上昇＜産＞
○省エネ法改正案（一定規
模以上の非住宅建築物の
大規模改修等を行う者に対
し、省エネ措置の届出を義
務付け。一定規模以上の住
宅に関し、新増改築及び大
規模修繕等の際、省エネ措
置の届出を義務付け）

23 事業場総点検の実施
省エネ法に基づく、第１種、
第２種工場に対する現地調
査

社会全体の費用 民生部門（業務）計 １,３００億円～２,６００億円/年

◆工場等施設・主体単位の対策

■規制による裏付けのある対
策であり、目標年次までに順
調に基準の達成が図られると
考えられる。

●省エネ性能等に関する正
確な製品情報の消費者へ
の提供

※アモルファス変圧器を例
にとって試算
従来機器との差額から燃
料費等の節減額分を差し
引いた費用が発生

○省エネ性能の高い建築物に
対する税制等の誘導措置の拡
充

○建築物の使用段階での
エネルギー削減効果等の省
エネ性能や総合的な環境性
能を建築主や使用者に分
かりやすく示すための情報
提供等の仕組みの導入

既設建築物について設備
更新する際の高効率型と
従来型との差額、それらか
ら燃料費等の節減額分を
差し引いた費用が発生

◆機器単位の対策
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　家庭部門

24
トップランナー基準による機
器の効率改善

○トップランナー基準の対象
機器の目標基準値の強化
の検討
○トップランナー基準の目標
基準値の達成年度までの期
間を短く設定

25
トップランナー基準の対象拡
大

○トップランナー基準の対象
機器の拡大(ガス石油機器、
電子レンジ・電気炊飯器等
について追加を検討＜エネ
＞)

26 省エネ機器の買換えの促進

■電球型蛍光灯等省エネ法
の特定機器以外の機器につ
いて、より省エネ製品への積
極的な買い替え・利用を促進
すべき。

●省エネ性能等に関する正
確な製品情報の消費者へ
の提供

導入にかかる費用総額か
ら燃料費等の節減額分を
差し引いた費用が発生

27 高効率給湯器の普及

■2010年度の目標を達成す
るためには、その普及をさら
に加速する必要があるものと
考えられる。
■2002年度からの支援措置
により、2002年度以降導入が
加速化、現在のところ約15万
台が普及している。今後も加
速化傾向が続き、2010年度に
は300万台を超える普及台数
が見込まれる。＜産＞

○省エネ法改正案（電力会
社やガス会社等に対して、
高効率機器の普及促進や
エネルギー使用状況の情報
提供などの省エネルギー促
進事業の実施及びその実
施状況の公表を求める。）
＜省エネ＞

●市場への加速的普及を図る
ための支援措置＜産、エネ＞
○リースによる導入拡大のため
リース事業者に対する導入補助
○施工費の引下げと狭小住宅
等への設置可能化のための小
型化・施行簡易化等のための
技術開発＜省エネ＞

○事業者による更なる取組強化等＜
エネ＞

○使用段階でのコスト削減
効果等の省エネ性能を消費
者に分かりやすく示すため
の情報提供の仕組みの導
入
○省エネ性能等に関する正
確な製品情報の消費者へ
の提供

従来機器との差額の分か
ら燃料費等の節減額分を
差し引いた費用が発生

28 高効率照明の普及

■ＬＥＤ照明等の高効率照明
は2007年度からの普及が想
定されている。（現時点では普
及の進捗はない。）
■間接照明の分野に急速に
普及しつつあり、価格も低下
傾向にある。＜産＞
□民生用照明機器への本格
的な普及は2005年度以降と
推測され、業界推計によれ
ば、2010年度には出荷台数
の約10％が高効率照明となる
ことが見込まれる。＜産＞

●普及を図るため、技術開発に
対して支援＜産＞
○ＬＥＤの高効率化、低コスト化
にための技術開発に対する支
援
○国、地方公共団体等による率
先導入による初期需要の創設
○地域協議会による地域への
集中導入に対する補助

○省エネ性能等に関する正
確な製品情報を消費者に提
供

従来型機器との設備費用
の差額から燃料費等の節
減額分を差し引いた費用
が発生

29 待機時消費電力の削減

■（社）電子情報産業協会、
（社）日本電機工業会及び
（社）日本冷凍空調工業会の
３団体による待機時消費電力
削減に向けた自主的取組が
2003年度末に達成（ただし、エ
アコンについては、2004年冷
凍年度末に達成見込み）＜エ
ネ＞

●関係団体による自主的取
組

従来機器との差額の分か
ら燃料費等の節減額分を
差し引いた費用が発生

30 HEMSの普及

■実証試験の段階であり、仮
に、直ちに商品化されたとして
も毎年２００万戸以上という急
速な導入が必要となるため、
大綱の目標達成については
不確実性が大きい。
□現時点では本格的な普及
は進んでいないものの、2006
年度以降導入が進展し、2010
年には約17％の普及となるこ
とが見込まれる。＜産＞

○エネルギー供給事業者に
ついては、HEMSによる省エ
ネルギーサービスをエネル
ギー供給サービスの一環と
して効果的に消費者に提供
できることから、そのような
取組の支援や促進など、確
実にHEMSの普及拡大を図
る仕組みの導入

○低コスト化のための技術開発
への支援
○エネルギー供給サービスなど
の既存サービスの一環としてＨ
ＥＭＳを導入する新たなビジネ
スモデルの開発支援
○エネルギーの使用量や料金
のリアルタイム表示機能のみを
有する簡易なシステムの効果
的な普及施策

HEMSの設置費用から燃
料費等の節減額分を差し
引いた費用が発生

31 住宅の省エネ性能の向上

■現在得られる情報からは実
現可能性は不透明。さらに確
実性を高める必要がある。
□住宅用電圧調整システム
は新築、既築を問わず全ての
住宅に導入可能。
□製品の性能を確保するため
の規格化、低コスト化が課
題。

○新築の住宅について一定
の省エネ性能を確保するこ
との義務化や集合住宅の建
築主の取組強化等の規制
的措置の検討
○長期的な視点に立った規
制誘導施策＜社＞
○製品の性能の規格化

○省エネ性能の高い住宅への
改修に対する低利融資、税制
等による誘導措置の拡充
○省エネリフォームのための技
術開発＜社＞
○市場を先導する技術の開発・
普及等＜社＞
○総合的な環境性能の高い住
宅等に係る先導的な技術を導
入するためのリーディングプロ
ジェクトに対する支援＜社＞
○地域協議会による地域への
住宅用電圧調整システムの集
中の導入に対する補助

○新築住宅への電圧調整システムの
標準的導入

省エネ措置のための投資
額の増分等から燃料費等
の節減額分を差し引いた
費用が発生

32
エネルギー情報提供の仕組
み作り（住宅性能表示制度
の推進）

■現在得られる情報からは実
現可能性は不透明。さらに確
実性を高める必要がある。

○使用段階でのエネルギー
削減効果等の住宅、改修後
の住宅の省エネ性能や総
合的な環境性能を消費者に
分かりやすく示すための情
報提供等の仕組みの導入

必要な情報が得られず、
試算不可能。

◆機器単位の対策

◆工場等施設・主体単位の対策

■規制による裏付けののある
対策であり、目標年次までに
順調に基準の達成が図られ
ると考えられる。

○各種温暖化対策推進組
織を通じた機器の省エネ性
能に関する製品情報の消費
消費者への提供
メーカーによる製品本体へ
のＣＯ２削減効果等に関す
る情報表示について義務化
を含めた仕組みの導入の検
討
○一定規模以上の小売販
売店による機器のＣＯ２削
減効果等に関する情報の店
頭表示や販売時の説明な
どを促進する仕組みの導入
○家電メーカー、販売店、
消費者等の主体が連携した
モデル事業を行い、ＣＯ２削
減効果や省エネ性能の情
報提供による買換促進効果
の把握

○一定水準以上の高い省エネ
性能を有する製品への買換え
に対する経済的なインセンティ
ブの付与の検討
○省エネ型製品の低コスト化、
一層の省エネ化のための技術
開発に対する支援
○リース方式等新しいビジネス
モデルの開発に対する支援
（2005年度から家電リース会社
設立への低利融資＜日本政策
投資銀行において検討中＞
※2005.3.2省エネ部会発言より）

導入にかかる費用総額か
ら燃料費等の節減額分を
差し引いた費用が発生
※エアコンを例にとって試
算
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エネルギー転換部門

33

安全性確保を前提とした原
子力発電の推進、既存発電
施設の効率向上（燃料転換
等）

■電力分野のＣＯ２排出原単
位については、自主行動計画
において、20%程度低減するこ
とが目標とされているが、現
時点の電気事業者の設備の
設置等を踏まえれば、2010年
度におけるＣＯ２排出源単位
は15%程度の改善となる。＜
産、エネ＞
□電気事業連合会が追加的
対策を講じることとしており、
使用端電力ＣＯ２が更に改善
する可能性＜産、エネ＞

●石炭火力発電の天然ガス転
換等火力発電の熱効率の向上
にかかる事業費に対する補助
○京都メカニズムの事業者によ
る活用＜産、エネ＞

●電力事業者の自主行動計画の着実
なフォローアップ

自主行動計画の目標を達
成するために行う設備投
資等にかかる費用が発
生）

34
新エネルギー対策の推進
（バイオマス熱利用・太陽光
発電等の利用拡大）

■太陽光発電は急速に設置台数が増
加し、価格も低下しているが、依然とし
て大綱の目標との間には開きがあり、
目標の達成には不確実性がある。
■太陽熱温水器は住宅用ボイラーの
型式変更により設置が困難、ソーラー
システムについても価格の点で大幅導
入には障害があり、現大綱の想定した
導入量を確保することは困難。
□バイオエタノールの供給安定性、供
給量の確保が課題。
□バイエタノールの供給量を確保でき
れば、ガソリンの全量をＥ３化すること
も可能である。
□導入について石油流通に関わる事
業者及び自動車ユーザーのコンセン
サスを形成することが必要。
□業務用バイオエタノールはボイラー
更新時、又はボイラー改修時に導入
が可能。
□エタノール混焼用バーナー等の追
加設備か、エタノール予混合燃料の商
品開発が必要。

●（ＲＰＳ法の利用目標の引
き上げの検討を含めた同法
の適切な実施（電気事業者
への買取義務について規制
的側面を有する）
○風力発電の導入の制約を
緩和できるよう系統連系対
策の強化

●価格低下に資する技術開発、供給
ルートづくりを行うメーカーへの支援
○公的部門を中心とした波及効果の
大きい取組の推進
○Ｅ３の流通のための施設整備に対
する補助、税制措置
●バイオエタノール製造設備の整備
等に対する補助、税制措置
●バイオマスエネルギーのコスト低減
を可能とする技術・システムの開発や
地域モデルの開発
●民間の創意工夫を活かした、地域
ごとの特性に応じたシステム、地域モ
デルの開発の促進
●大綱の目標達成のため、地域特性
に応じて再生可能エネルギーや余剰
エネルギーを集中的に導入するエリ
アを地域の拠点として形成し、全国に
広げていくというアプローチの採用
●ＲＰＳ法の利用目標の引き上げの
検討を含めた同法の適切な実施

●グリーン電力証書、グリーン電力基
金
●電力会社による住宅用太陽光発電
等の余剰電力購入

導入にかかる費用総額か
ら燃料費等の節減額分を
差し引いた費用が発生。
※電力及びバイオマス由
来燃料関係

35
コジェネレーション・燃料電
池の導入促進等

□ボイラー更新時、ボイラー
改修時に導入が可能。
□燃料供給体制の整備が必
要。
□小規模なコージェネレーショ
ンのエネルギー効率の向上、
低コスト化などの技術開発が
必要。

●導入に対する支援
○ガスエンジン給湯器の円滑な
普及に向けた支援を2003年か
ら実施＜エネ＞
○高効率化などの技術開発に
対する支援

●産業部門の自主行動計画の着実な
フォローアップ

導入にかかる費用総額か
ら燃料費等の節減額分を
差し引いた費用が発生。

社会全体の費用 エネ転部門計

36
産業界の計画的な取組の
推進

■代替フロン等３ガスの最新
データ(2003年)による排出量
はおよそ2580万ｔCO2であり、
1995年排出量からみてほぼ
半減となっている。これは、
HCFC製造時の副生成物であ
るHFC23の回収や電気絶縁
ガスとして用いられるSF6の回
収等が業界の自主的な行動
計画により進展したことや、法
律に基づくHFCの回収による
効果が現れたことなどを背景
としている。なお、多くの対策
が地球温暖化防止のみを目
的とした投資であり、その効
果も着実に上がっていること
は高く評価される。

○代替フロン等３ガス排出抑制
に資するモデル事業への補助

●業界による自主的取組の推進

自主行動計画の目標を達
成するために行う追加的
設備投資のための費用が
発生

37
代替物質等の開発等及び
代替製品の利用の促進

□マグネシウムは比重は小さ
いが強度が大きく、今後の需
要の急増が見込まれる。これ
に伴い増加する分のＳＦ６排
出量を抑制する対策を講じる
ことが適当。追加対策による
削減量は、412万ｔ-CO２
□住宅等の省エネ化のため、
断熱材の需要が大幅に増加
する見込み。また、オゾン層
保護の観点からHCFCから
HFCに移行するため、断熱材
の発泡剤として使用される
HFCの排出量が増加する。さ
らに、発泡剤としての性質上、
いったんHFCが使用されると
第一約束期間を過ぎても長年
にわたり排出が続くため、対
策を講じることが適当。追加
対策による削減量は、340万

○●SF6を用いないマグネシウ
ム合金製造技術の開発・普及
○HFCエアゾールの代替製品と
して電動式圧縮空気使用製品
の開発・普及等
○建物・住宅の省エネルギー化
の推進メニューとセットにしたノ
ンフロン断熱材の利用促進。例
えば、補助金等の要件として、
断熱材を使用する場合はノンフ
ロン断熱材に限ることを明記す
るなどを検討。
○業務用冷凍空調機器におけ
るノンフロン化の一層の促進

●業界による自主的取組の推進
○グリーン購入法に基づく
断熱材に係る「判断の基
準」の完全ノンフロン化

断熱材のノンフロン化のた
めの防爆設備等の導入、
SF6を用いないマグネシウ
ム合金製造のための設備
導入等の費用が発生

38
冷媒として機器に充填さ
れたHFCの回収等

■特に業務用冷凍空調機器
については、廃棄時のフロン
残存推定量に対し、フロン累
の回収率は約３割にとどまる
と見込まれる。

○フロン回収法の抜本的見
直しを含めた、制度の見直
しによる回収率向上対策

規制的措置を強化すると
すれば、行政コスト等が増
加することも考えられる
が、現時点ではどのように
規制的措置を強化すべき
か結論が出ているわけで
なく、試算不可能。

社会全体の費用 代替フロン等３ガス計

代替フロン等３ガス対策

◆経済社会構造・都市構造の転換対策

５,１００億円～６,０００億円/年

約４０～５０億円/年



規制的手法 経済的措置 自主的取組の推進 情報的手法

現行対策の評価又は追加対
策の導入ポテンシャルと課題

（※１）

社会全体でかかる費用に
関する分析

通
し
番
号

大綱に掲げられた対策及び
地球環境部会で提案された

追加対策（※４）

想定されている主な施策（※２）（※３）（※４）

39 森林整備・保全
●保安林、自然公園等の指
定

○京都議定書の３条４項に規定
される適切な森林経営

我が国の育成林全てが京
都議定書に基づく吸収量
算定対象となるために必
要な植栽、間伐等の森林
整備量から、事業費計で
年間約2,000億円が追加的
に必要。

40 京都メカニズムの活用

□　手遅れにならないよう第２
ステップのうちから、十分な数
のＣＤＭ/ＪＩプロジェクトが推
進され、政府として計画的に
クレジットが取得できるような
措置を講ずるべき。
□　政府が、京都メカニズムを
活用する上で必要な予算面で
の対応のあり方につういて、
早急に政府部内で検討を行う
べき。〈産〉

○ＣＤＭ／ＪI設備補助
●政府によるクレジット調達制
度

約80億～150億円/年
（１億ＣＯ２㌧（政府が取得
するクレジット）×（666～
1200円/CO2㌧））

地域冷暖房

□ 地域冷暖房システムの導
入の際には、多数の事業者、
自治体との調整が必要であ
り、計画から実際の運転開始
まで長期間かかること。
□初期投資に多額の費用が
必要である等の理由により、
更なるコスト削減が求められ
る。
□ 建築物単体の省エネル
ギーに関する規制はなされて
いるが、地区全体で評価・取
組を進める制度は十分でな
い。
□都市排熱や未利用エネル
ギーの有効活用をさらに促進
すること。

○規制緩和等の制度面で
の対応

●各種税制優遇措置
●日本政策投資銀行等による
融資
●各種補助金
○熱源設備の更新時期を迎え
た専用熱源による既存地域冷
暖房について、高効率の機器
やコージェネレーション、未利用
エネルギーなどを活用した熱源
設備に更新することを促進する
ための経済的支援。
○需要家が地域冷暖房に加入
することを促進するようなインセ
ンティヴの付与。
○既成市街地で建物や設便更
新に合わせて地域冷暖房シス
テムを広げていくことを促進する
ための経済的支援
○地域冷暖房の導入が望まし
い地域の建物については、冷暖
房給湯にセントラル方式を導入
することを促進するための経済
的支援。

○地区全体での省エネル
ギーを評価・取組を進める
制度の充実。

例）これまで以上の対策を
とらない場合2010年までに
導入が見込まれる10地区
について、地域配管の費
用を概算すると、地域冷暖
房システムの導入のため
に付加的にかかる地域配
管の費用は、約180～300
億円

地球温暖化に関する環境教
育の推進

■普及啓発等は、政府におい
て、更に強化して取り組むべ
き必須の課題。地球温暖化対
策の確実な実施のためには、
政府が責任をもって十分な予
算的裏付けの下で、大々的な
知識の普及、国民運動の展
開のリーダーシップを取らなけ
ればならない

●環境の保全のための意
欲の増進及び環境教育の
推進に関する法律

●地球温暖化防止大規模
「国民運動」推進事業【30億
円】

例）平成16年度地球温暖
化対策推進大綱関連予算
における普及啓発・情報提
供関連予算：約204億円

サマータイム制度の導入

□かつて、長時間労働につな
がりかねないとの懸念があっ
た経緯もあり、地球温暖化対
策の観点に加え、働く側に
とってのゆとり・豊かさをめざ
したライフスタイルの見直しや
ワークルールの観点も考慮す
る必要がある。また、地域特
性に応じた柔軟な検討が必要

●アンケート調査、パンフ
レットの作成、啓蒙活動、各
主体との意見交換

（凡例）
＜産＞・・・産業構造審議会環境部会地球環境小委員会中間取りまとめ
＜エネ＞・・・総合資源エネルギー調査会需給部会
＜社＞・・・社会資本整備審議会環境部会中間取りまとめ
＜交＞・・・交通政策審議会交通体系分科会環境部会中間取りまとめ
＜省エネ＞・・・省エネルギー対策の抜本強化（平成16年11月９日省エネ部会資料３－２）
特段の付記なし・・・中央環境審議会施策総合企画小委員会取りまとめ参考資料５－２、地球環境部会第１次答申

◆都市構造の転換

－

中長期的・基盤的対策等

森林吸収源対策

京都メカニズムの活用
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